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１　各筆明細

大字 字 地番

1 〇〇 〇〇 １００番 田・畑
他(　　) 1,000 賃貸借

使用貸借

水田・普通畑・
樹園地・施設用
地・採草放牧地

□　　　　　円

□7,000円/10a

2 〇〇 〇〇 ２００番 田・畑
他(　　) 2,000 賃貸借

使用貸借

水田・普通畑・
樹園地・施設用
地・採草放牧地

□　　　　　円

□7,000円/10a

田・畑
他(　　)

賃貸借
使用貸借

水田・普通畑・
樹園地・施設用
地・採草放牧地

□　　　　　円

□　　　円/10a

田・畑
他(　　)

賃貸借
使用貸借

水田・普通畑・
樹園地・施設用
地・採草放牧地

□　　　　　円

□　　　円/10a

田・畑
他(　　)

賃貸借
使用貸借

水田・普通畑・
樹園地・施設用
地・採草放牧地

□　　　　　円

□　　　円/10a

(甲）

２　債権譲渡及び代物弁済に係る合意事項

上記の利用権が設定された農地に係る乙の丙に対する賃料請求権を、乙から甲へ債権譲渡(民法第466条及び467条)する
ことにより、乙の甲に対する賃料支払債務が弁済される(代物弁済という)ことを承諾します。ついては、賃料の支払い
方法(支払い時期、入金方法等)について、甲と丙が協議し、丙が甲に直接支払います。

（丙）
上記の利用権が設定された農地に係る契約期間における乙の丙への賃料請求権を、乙から甲に譲渡されることを承諾し
ます（民法第466条及び467条）。ついては、賃料の支払い方法(支払い時期、入金方法等)について、甲と丙が協議し、
丙が甲に直接支払います。

　果樹・施設等農地附属物が有る場合(予定含む)の収去義務は、丙が甲に対して直接義務を負
い、(公財）やまぐち農林振興公社及び農地の所在する自治体は、甲に対し義務を負いません。

３　農地附属物に関する合意事項

　果樹・施設等農地附属物が有る場合(予定含む)の収去義務は､丙が甲に対して直接義務を負い､
(公財)やまぐち農林振興公社及び農地の所在する自治体は､甲に対し義務を負いません。

始期　　　　　　　　終期
　
R8年6月1日　　　R18年3月31日

公社(乙)に利用権の設定を行う者（甲）(地権者) 利用権の設定を受け･設定を行う者(公社）(乙) 公社（乙）を通じて利用権の設定を受ける者（丙）（耕作者）

下記の2,3を合意し､裏面の4共通事項を了承し､この計画に同意する｡
(甲　自署)　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

（住所）山口市〇〇〇〇

（氏名）山口　太郎

　　　　　　　　　　　　　（電話番号　　　－　　　－　　　）

(住所)山口市桜畠三丁目２番１号
(名称)公益財団法人やまぐち農林振興公社
　　　　（山口県農地中間管理機構）
　　　　　理事長　深　田　佳　作
（電話番号０８３－９２４－００６７）

農地法その他の農業に関する法令を遵守していることを申告するととも
に、下記の2,3を合意し､裏面の4共通事項を了承し､この計画に同意する｡
(丙　自署)　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

（住所）山口市〇〇〇〇

（氏名）亀山　鶴夫
　　　　　　　　　　　　　（電話番号　　　－　　　－　　　）

　利用権設定申出書兼農用地利用集積等促進計画 (一括)

利用権を設定する農地 設定する利用権

ＮＯ
所在：市町 地目

※
登記面積
（㎡）

契約面積
（㎡）

利用権の
種類

利用の内容 （甲）が（乙）及び（乙）が（丙）に
貸借で設定する契約期間

賃　　料

金納年額(円)　物納年数量(kg)

賃料の
支払方法

□　　　　　kg

□　　　kg/10a

　丙が甲に直
接支払う

2,000
始期　　　　　　　　終期
　
R8年6月1日　　　R18年3月31日

※「他（　　）のカッコ内は　①山林　②原野　③雑種地

始期　　　　　　　　終期
　
　　年　月　日　　　年　月　日

□　　　　　kg

□　　　kg/10a

始期　　　　　　　　終期
　
　　年　月　日　　　年　月　日

□　　　　　kg

□　　　kg/10a

始期　　　　　　　　終期
　
　　年　月　日　　　年　月　日

□　　　　　kg

□　　　kg/10a

□　　　　　kg

□　　　kg/10a

1,000

(自署)

果樹・施設等農地附属物 □有 □無

手書き用

この計画は、農地中間管理事業の推進に関する法律(平成25年法律第101号)第18条に基づく認可・公告の手続きを経て有効となるため、公社印は省略しています。

□果樹・施設等農地附属物が有る（予定含む）

山口

(自署)

自署のこと、押印不要

※法人の場合は法人名印

と代表者印

亀山

自署のこと、押印不要

自署のこと

法人の場合は代表者印

記載例

＜記入方法・注意事項＞

①「利用権の設定を行う者（甲）」は登記名義人です。ただし、登記名義人が死亡の場合は相続人が「利用権の設定を行う者（甲）」となり、氏名欄は“相続人

○○ ○○”と記入してください。※共有名義の場合で甲の方の持ち分が２分の１を超えない場合は、甲以外の方からの委任状が必要となります。

②「契約面積」は実際に利用権を設定する面積を記入してください。

③「利用権の種類」は、借賃がある場合“賃借権”、借賃がない場合“使用貸借権”を○でかこんでください。

④「利用の内容」はいずれか一つを選択してください。

⑤「始期」は公告日になります。提出時に農業振興課に確認してください。「終期」は“１０月３１日”“３月３１日”が望ましいです。

⑥「賃料」については、金納の場合は「 円」または「 円/10a」に、物納の場合は「 ㎏」または「 ㎏/10a」を記入してください。

有の場合のみチェックしてください。

※チェックをした場合は、「原状回復に関

する確認書(参考様式4-1)」（下記リンク
先参照）により、現状回復の範囲及びそ

の内容を地権者、耕作者間で確認してく

ださい。

"公益財団法人 やまぐち農林振興公社HP
「例規集、その他資料」→「農地中間管理事
業事務実施要領様式・記載例」
https://www.y-agreen.or.jp/farm/document/"
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４ 共通事項 

    この農用地利用集積等促進計画(以下「本計画」という。）に定めるところにより設定される利用権は、１の各筆明細に定めるもののほか、次に定めるところによる。 

（１）利用権の設定   

１の各筆明細に記載された農地(以下「当該農地」という。）の利用権は、本計画の公告により設定される。 

（２）転貸又は譲渡  

丙は、当該農地について転貸し、又は設定を受けた権利を譲渡してはならない。 

（３）賃料の支払  

甲が、乙から譲渡された丙への賃料請求権(民法第 466 条及び 467 条)により､乙の甲への賃料支払い義務が代物弁済される。よって、賃料の支払い方法(支払い時期･入金方法等)について甲と丙が協議し、丙が甲に直接賃料

を支払う。乙は賃料の支払に関与せず、これに係る一切の責任を負わない｡ 

（４）障害の除去  

甲は、地下埋蔵物、土壌汚染、軟弱地盤等、農地としての利用に支障をきたすものを除去したうえで丙に引き渡すとともに、利用権の存続期間中においては、利用権行使の妨げになる行為を行ってはならない。 

（５）修繕及び改良 

     ア  当該農地の修繕及び改良が土地改良法(昭和 24 年法律第 195 号）に基づいて行われる場合には、同法に定めるところによる。  

     イ 甲は、丙の責めに帰すべき事由によらないで生じた当該農地の損耗については、自らの費用と責任において修繕する。ただし、緊急を要するときその他甲において修繕することができない場合で甲の同意を得たときは、

丙が修繕することができる。この場合において、丙が修繕の費用を支出したときは甲に対してその償還を請求することができる。 

     ウ 丙は、甲の同意を得て当該農地の改良を行うことができる。ただし、その改良が軽微である場合には甲の同意を要しない。 

     エ 修繕費又は改良費の負担及び償還並びに償還すべき有益費については、甲及び丙が協議して定めるものとする。 

（６）附属物の設置等 

     ア 丙が、当該農地に果樹等の永年作物、ハウス等の農業用施設（以下「附属物」という。）の設置を行う場合には、市町及び農業委員会に事前に相談を行い、甲の同意を得るものとする。また、丙が附属物の設置をした場合

において、利用権が終了したときは、丙は甲に対して直接附属物を収去する義務を負い、乙は甲に対して収去の義務を負わない。 

     イ  アの規定にかかわらず、甲が附属物を収去しないことに同意している場合に限り、丙は収去の義務を負わない。この場合、丙が支出した費用については、甲が費用償還に同意している場合に限り、丙は甲に償還請求する

ことができる。 

（７）当該農地の返還  

   ア 利用権が終了したときは、丙は、その満了の日から３０日以内に、甲に対して当該土地を原状に回復して返還する。（附属物の取扱いについては(６)による。)ただし、災害その他の不可抗力、修繕若しくは改良行為又は

当該農地の通常の利用によって生ずる形質の変更については、丙は、原状回復の義務を負わない。 

  イ  アの規定にかかわらず、甲が附属物を収去しないことに同意している場合に限り、丙は収去の義務を負わない。この場合、丙が支出した費用については、甲が費用償還に同意している場合に限り、丙は甲に償還請求するこ

とができる。 

  ウ 丙は、法令による権利の行使である場合を除き、当該農地の返還に際し、名目のいかんを問わず返還の代償を請求してはならない。 

（８）利用権の終了  

天災地変その他甲及び丙の責に帰すべからざる理由により当該農地の全部が滅失その他の事由により使用及び収益をすることができなくなった場合には、本計画の定めるところにより設定された利用権は終了する。 

（９）租税公課等の負担 

  ア 甲は、当該農地に対する固定資産税その他の租税を負担する。 

    イ 当該農地に係る農業保険法(昭和 22 年法律第 185 号)に基づく共済掛金及び賦課金は、丙が負担する。 

    ウ かんがい排水及び土地改良等に必要な経常費は、原則当該土地改良区の決定による。    

（10）利用権に関する事項の変更の禁止 

   甲及び乙並びに丙は、本計画に定めるところにより設定される利用権に関する事項は変更しないものとする。ただし、甲、乙、丙及び市町(農業委員会）が協議の上、真にやむを得ないと認められる場合は、この限りでない。

（11）権利取得者の責務 

    ア 丙は､本計画の定めるところに従い､当該農地を効率的かつ適正に利用しなければならない。 

   イ 丙は、乙から農地中間管理事業の推進に関する法律（平成 25 年法律第 101 号）第 21 条第１項の規定により、利用権の設定等を受けた農用地等の利用の状況の報告を求められた場合には、乙に報告しなければならない。 

（12）利用権の解除 乙は、丙が次のいずれかに該当するときは、当該農地に係る利用権を解除することができる。 

  ア 当該農用地等を適正に利用していないと認められるとき。 

  イ 正当な理由がなくて農地中間管理事業の推進に関する法律（平成 25 年法律第 101 号）第 21条第 1項の規定による報告をしないとき。 

    ウ 正当な理由なく賃料を支払わないときその他信義に反した行為をしたとき。 

  エ 農地法その他の農業に関する法令に違反している事実が判明したとき。 

    オ その他民法及び関連法規に定める解除事由に該当したとき。 

（13）個人情報の取扱について  

本計画の記載内容について、県、市町等関係機関に情報提供をする場合がある。 

（14）機構関連事業について   

15 年以上の借受期間を設定した農用地等については、土地改良法(昭和 24年法律第 195 号)第 87 条の 3第 1項の土地改良事業が行われることがある。 

（15）その他   

本計画に定めのない事項及び本計画に関し疑義が生じたときは、甲、乙、丙及び県・市町が協議して定める。 


